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第１章 計画の策定にあたって第１章 計画の策定にあたって

１．計画の基本事項

(１) 計画の概要

「高齢者保健福祉計画」は、すべての高齢者を対象とした健康づくり、

生きがいづくり、日常生活支援、福祉水準の向上など、介護保険事業も含

めた保健福祉事業の全般にわたる総合的な計画であり、これまでに８回策

定しています。

「介護保険事業計画」は、要介護認定者等が、できる限り住み慣れた家

庭や地域で自立した生活を送れるよう、介護保険給付等の円滑な実施を図

るための介護保険運営における計画であり、これまでに７回策定していま

す。

介護保険事業計画では、要介護等認定者数や介護給付等対象サービスに

おける種類ごとの量の見込み等を推計し、計画期間中における第１号被保

険者の保険料の額を定めます。

(２) 計画策定の趣旨及び法的位置付け

我が国では、少子高齢化が進行し、総人口が減少を続ける一方で、平成

２７（２０１５）年には団塊の世代が６５歳以上となり、高齢者人口は大

幅に増加しています。

当町においても、令和２年１０月１日現在で高齢化率が３７.５％と高

い水準であり、高齢化は更に進行していく見込みです。

今後、団塊の世代が７５歳以上となる令和７（２０２５）年や、団塊ジ

ュニア世代が６５歳以上となる令和２２（２０４０）年を見据え、高齢者

が可能な限り住み慣れた地域で、日常生活を営むことができるよう、医療、

介護、介護予防、住まい及び日常生活の支援が包括的に確保される地域包

括ケアシステムを確立し、健やかに暮らせる安心なまちづくりを推進して

いく必要があります。

□■ 第１章 計画の策定にあたって ■□
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□■ 第１章 計画の策定にあたって ■□

このようなことから、老人福祉法と介護保険法の双方の規定により、高

齢者保健福祉計画と介護保険事業計画を相互に連携した中で、総合的な高

齢者福祉施策を展開する必要があることから、本計画の名称については、

「高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」という呼称を用い、一体的に

計画策定を行います。

【高齢者保健福祉計画】

老人福祉法 第２０条の８第１項

・市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業(以下

「老人福祉事業」という。)の供給体制の確保に関する計画(以下「市

町村老人福祉計画」という。)を定めるものとする。

【介護保険事業計画】

介護保険法 第１１７条第１項

・市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする当該市町村が行う介

護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画(以下「市町村

介護保険事業計画」という。)を定めるものとする。

２．他の計画との関係

本計画は、当町における最上位計画である「岩内町総合振興計画（令和３

年度～令和１２年度）」に規定する『生涯活躍するまちづくり』を実現する

ための高齢者福祉に関する個別計画となります。

また、国の方針や北海道の介護保険事業支援計画や医療計画、さらには関

連する町の個別計画等と整合性のある計画として策定します。
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□■ 第１章 計画の策定にあたって ■□

３．計画策定のための体制

この計画の策定にあたっては、社会福祉や保健医療の関係者、介護保険被

保険者の代表、学識経験者等からなる「岩内町高齢者対策計画策定委員会」

を設置し、専門的な見解や当事者としての意見の反映を図ります。

また、町民の意見や意向を計画に反映させるために「介護予防・日常生活

圏域ニーズ調査」及び「在宅介護実態調査」を実施し、生活実態とニーズを

把握します。

これらの調査結果を基に、地域間比較等による現状分析を行い、地域包括

ケア「見える化」システムを活用して、第８期の計画案を作成した上で、当

町の公式ホームページ等で地域住民からの意見募集を行い、町民の幅広い声

を活かします。

※厚生労働省 「在宅介護実態調査 活用の手引き」から引用
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４．計画の期間

この計画は、老人福祉法に基づく第９期高齢者保健福祉計画と、介護保険

法に基づく第８期介護保険事業計画を相互に包含する計画であり、計画期間

は、令和３年度（２０２１年度）から令和５年度（２０２３年度）までの３

年間とします。

５．日常生活圏域の設定

日常生活圏域については、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条

件、介護給付等対象サービス等を提供するための施設の整備状況その他の条

件を総合的に勘案して定めることとされています。

当町はコンパクトな市街地形成であり、歴史的、地理的な特性や人口動態

等を踏まえた中で、地域包括ケアシステムの確立に向けた医療・介護・介護

予防などの多様な生活支援サービスを一体的に提供していくことが必要です。

このことから、第７期計画に引き続き、岩内町全域をもって一つの日常生

活圏域とします。

【計画期間】

27 28 29 30 元 2 3 4 5 6 7
平成 令和

団

塊

第６期計画 第７期計画

第８期計画

（本計画） 第９期計画

団塊の世代が後期高齢者(75歳以上)となる

令和７年度を見据えた中長期的目標設定

□■ 第１章 計画の策定にあたって ■□
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６．第７期計画の実施状況

(１) 地域包括ケアシステム構築のための重点事項

① 介護予防・日常生活支援総合事業の推進

(ア) 訪問型サービス及び通所型サービス等の充実を図る。

◇要支援者等のニーズに対応するため、訪問型サービス及び通所

型サービスの基盤確保に努めた。

(イ) パンフレットの配布や介護予防運動教室の開催などにより、心身機

能の維持・向上や重度化防止に向けた生活環境の普及に努める。

◇２０１９年３月版「笑顔であんしん介護保険ガイドブック」や

「包括だより」を発行し、制度等の普及・啓発を図った。

◇地域包括支援センターが主催する「はつらつ元気塾」などの運

動教室を継続的に開催し、筋力トレーニングやバランス訓練な

どの運動習慣を促した。

◇町民が自主的に行う運動教室に講師を派遣し、効果的な介護予

防活動の継続と定着を図った。

② 在宅医療・介護連携の推進

(ア) 地域における医療関係機関や介護事業所の住所等を調査し、リスト

作成後、地域住民に周知するとともに、地域の医療・介護関係者間の

連携等に活用する。

◇医療関係機関や介護事業所の住所等をリスト化し、２０１９年

３月版「笑顔であんしん介護保険ガイドブック」に加え、地域

住民に在宅医療・介護連携の普及・啓発を図りながら、医療関

係者と介護関係者の連携強化に努めた。

□■ 第１章 計画の策定にあたって ■□
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(イ) 在宅医療・介護連携に関する相談支援体制の充実を図る。

◇地域包括支援センターに相談窓口を設置し、必要に応じ、関係

者間の連絡調整をするとともに、医療・介護関係者間における

連携体制の充実を図った。

(ウ) 医療・介護関係者の研修や情報交換の場を設定するなど、関係者間

におけるネットワークの構築及び活用を図る。

◇町内の医療機関に入院した際のルール作り会議や、医療・介護

関係者等の連携推進を目的とした研修等へ参加するとともに、

地域包括支援センターによる多職種向け研修の開催など、医療

・介護関係者間における協力体制の整備を進めた。

③ 認知症支援策の推進

(ア) 地域住民が認知症への理解を深めるための町広報誌等を活用した普

及・啓発を推進するとともに、認知症サポーターの養成などの取組を

進める。

◇町広報誌等による普及・啓発のほか、行政職員や高校生等への

認知症サポーターの養成などを行った。

◇地域包括支援センターなどが主体となり「認知症カフェ」を開

催し、認知症の方や家族、地域住民、専門職等が集い、関係づ

くりや情報交換の場を提供して、地域全体で支えていく取組を

行った。

(イ) 認知症支援体制の整備として「認知症初期集中支援チーム」及び

「認知症地域支援推進員」の配置を行うなど、関係機関との連携を図

り、適切な支援を受けることができる体制を構築する。

□■ 第１章 計画の策定にあたって ■□
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◇地域包括支援センターに「認知症初期集中支援チーム」及び

「認知症地域支援推進員」を配置し、医療・介護・福祉関係者

等の検討委員会を開催し、多職種連携によるネットワークづく

りを推進した。

④ 生活支援サービスの推進

(ア) 「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」を配置し、

生活支援の担い手の育成や新しいサービス等の資源開発、関係者間の

ネットワーク化、地域の支援ニーズとサービスのマッチングなど、定

期的な情報共有及び連携・協働によって取組を推進する。また、医療

・介護・介護予防など様々なサービスを切れ目なく提供することに努

める。

◇社会福祉協議会に生活支援コーディネーターを配置し、サーク

ル活動等社会資源マップの作成や傾聴ボランティアの養成に関

する調査、後志管内の研修会への参加などを通じ、関係者間の

ネットワークの構築等に努めた。

◇持ち家の住宅改修支援や、個別訪問・相談対応、見守り、安否

確認サービス、緊急通報システムの設置、ボランティア等によ

る除雪サービスなど、様々なサービスの提供に努めた。

⑤ 地域ケア会議の推進

(ア) 多様な職種・組織と連携しながら、地域ケア個別会議において高齢

者の自立に向けた支援内容を検討する。また、検討して明らかとなっ

た地域課題のうち、優先順位が高い課題に注視し、政策形成につなげ

る。

◇地域包括支援センターが多職種と連携し、地域包括支援ネット

ワークの要である自立支援型地域ケア会議の実施体制を構築し

たことにより、高齢者が抱える個別課題への支援体制の拡充を

図ることができた。

□■ 第１章 計画の策定にあたって ■□
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⑥ 町独自の生活支援サービスの充実

(ア) 高齢者等が充実した在宅生活を送ることができるよう、町独自の生

活支援サービスを通じ、心身の状態の改善と生活機能の維持・向上を

図る。

◇訪問給食サービスを周知・実施することで、自分で食事を用意

することが困難な方の生活機能の維持・向上を図ることができ

た。

◇各種移送サービスを提供することで、高齢者の外出活動の活性

化を図ることにより、新型コロナウイルス感染症拡大の影響を

除いて、おおむね閉じこもりを予防することができた。

(２) 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営)・任意事業

① 包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）

(ア) 地域包括支援センターにおいて、介護予防ケアマネジメント、総合

相談支援、権利擁護、包括的継続的ケアマネジメント支援を実施し、

地域住民の心身の健康保持と生活の安定を図る。

◇高齢者本人や家族等からの様々な相談に対し、関係機関と連携

を図りながら、内容に応じた適切な対応や情報提供に努めた。

◇高齢者虐待の事案が発生した際は、町と地域包括支援センター

が連携し、適切な対応を協議した中で、高齢者が地域において

尊厳のある生活を維持できるよう努めた。

② 任意事業

(ア) 介護給付等費用適正化事業や認知症高齢者見守り事業等を実施し、

保険者機能の維持確保及び高齢者の生活支援を図る。

□■ 第１章 計画の策定にあたって ■□
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◇住宅改修の点検は施工前後の写真確認を実施し、福祉用具購入

の点検は福祉用具使用者に対する訪問調査等を実施するなど、

給付の適正化を行った。

◇ケアプラン点検は、令和２年度における北海道のアドバイザー

派遣事業を通じて保険者としての機能強化を図った。

◇自宅での自立した生活が困難、かつ、低所得である高齢者の居

住の確保については、居住系サービス事業所が行う入所者への

家賃補助に対し、町が補助金を交付することにより、高齢者の

居住安定を図った。

□■ 第１章 計画の策定にあたって ■□



- 10 -

第２章 高齢者の状況第２章 高齢者の状況

１．高齢者人口の状況と見込み

(１) 総人口の状況

当町の総人口は、昭和５０年の２５,８２３人（国勢調査）をピークに減少を
続けており、近年においても平成２８年と令和２年の比較では、４年間で１,０
２５人（住民基本台帳）減少しました。（△７.８％）

人口減の主因である「年少者や就労世代の減少」が進む一方で、６５歳以上の

高齢者人口が横ばい傾向にあるため、相対的に高齢化率が高まることにより、令

和２年１０月末時点では高齢者が全体の３７.５％を占めており、今後も一層の
高齢化が進むことが予想されます。

【総人口及び年齢３区分別の推移】

区 分 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

総 人 口 13,077 人 12,767 人 12,473 人 12,178 人 12,052 人

年少人口 1,322 人 1,243 人 1,197 人 1,137 人 1,115 人

( 0 ～ 14 歳) 10.1 ％ 9.8％ 9.6 ％ 9.3 ％ 9.2 ％

生産年齢人口 7,193 人 6,938 人 6,708 人 6,506 人 6,420 人

( 15 ～ 64 歳) 55.0 ％ 54.3 ％ 53.8 ％ 53.5 ％ 53.3 ％

高齢者人口 4,562 人 4,586 人 4,568 人 4,535 人 4,517 人

( 65 歳以上) 34.9 ％ 35.9 ％ 36.6 ％ 37.2 ％ 37.5 ％

（各年度末の住民戸籍台帳より。令和２年は１０月末時点。）

□■ 第２章 高齢者の状況 ■□
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(２) 高齢者世帯の状況

６５歳以上の高齢者のいる世帯は、国勢調査をみると、平成２２年では３,０
０７世帯（全体の４５.９％）でしたが、５年後の平成２７年では３,０４５世帯
（４８.９％）に増加しています。

また、高齢者世帯（単身・夫婦世帯）については、平成２２年は１,８３７世
帯（２８.０％）でしたが、平成２７年では１,９５５世帯（３１.４％）に増加し
ており、これからも引き続き増加が予想されます。

【高齢者世帯の推移】 （単位：世帯）

６５歳以上の高齢者のいる世帯
年 度 総世帯数

単身 夫婦 その他 計

平成７年 7,069 695 475 1,214 2,384

平成12年 6,969 825 591 1,262 2,678

平成17年 6,853 982 696 1,282 2,960

平成22年 6,555 1,097 740 1,170 3,007

平成27年 6,228 1,178 777 1,090 3,045

（国勢調査結果より作成。令和２年度の世帯数は未集計）
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(３) 総人口と高齢者人口の見込み

計画期間である令和３年度から令和５年度までの総人口については、第２

期岩内町人口ビジョン・総合戦略を参考に推計しました。

当町の令和２年度以降の総人口は、令和２年度末で１１,１９０人、令和３
年度で１１,６４８人、令和４年度で１１,３９２人、令和５年度では１１,１
４１人と、年々減少していくと見込んでいます。

一方、６５歳以上の高齢者人口においては、各年４,５００人程度とほぼ横
ばいの傾向と見込んでいますが、総人口の減少に伴い、高齢化率は年々上昇す

る傾向にあり、今後も高齢化率は高まっていくものと思われます。

【総人口と高齢者人口の推計】 （単位：人）

区 分 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和22年度

総 人 口 12,178 11,910 11,648 11,392 11,141 9,920

0～64歳人口 7,643 7,387 7,137 6,893 6,654 5,942

高齢者人口 4,535 4,523 4,511 4,499 4,487 3,978

(高齢化率) (37.2％) (38.0％) (38.7％) (39.5％) (40.3％) (40.1％)

7,643 7,387 7,137 6,893 6,654
5,942

4,535 4,523 4,511 4,499 4,487

3,978

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和22年度

総人口と高齢者人口の推計

0~64歳人口 高齢者人口

9,920

11,141
11,648

12,178 11,910
11,392

37.2%
38.0% 38.7%

39.5%
40.3% 40.1%

高齢化率

□■ 第２章 高齢者の状況 ■□



- 13 -

２．要介護等認定者の状況と見込み

要介護等認定者数については、平成３０年度の１,００４人（２２.０％）か
ら令和２年度では９８２人（２１.５％）、計画の最終年度である令和５年度で
は１,０１８人（２２.５％）と、第１号被保険者における要介護等認定率及び
要介護等認定者数は微増していくものと予想しています。

【要介護等認定者数の推計（第１号被保険者）】 （単位：人）

区 分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

要支援１ 137 143 150 158 166 174

要支援２ 164 172 181 190 199 208

要介護１ 232 204 201 198 195 192

要介護２ 173 173 173 173 173 173

要介護３ 119 109 110 111 112 113

要介護４ 97 94 93 92 91 90

要介護５ 82 76 74 72 70 68

計 1,004 971 982 994 1,006 1,018

第１号被保険者 4,612 4,573 4,557 4,545 4,533 4,521

認 定 者 割 合 22.0% 21.2% 21.5% 21.9% 22.2% 22.5%

137 143 150 158 166 174

164 172 181 190 199 208

232 204 201 198 195 192

173 173 173 173 173 173
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３．各種調査結果の概要

第９期岩内町高齢者保健福祉計画及び第８期岩内町介護保険事業計画を策定

するにあたり、計画策定に必要な基礎資料とするため、２種類のアンケートを

実施しました。

(１) 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

① 調査の目的

高齢者の日常生活の状況や心身の状況、支援ニーズなどの地域課題の

把握

② 調査の概要

◇調査時期：令和２年５月１２日～６月３０日

◇調査対象：令和２年４月１日現在で満６５歳以上の高齢者から

無作為に８００名を抽出

◇調査方法：郵送配布・返信用封筒で返送

◇調査項目：家族や生活状況、運動、口腔・栄養、毎日の生活、

地域の活動、たすけあい、健康、認知症の全８問

◇回収状況：８００名のうち５５０名から回答（回収率 ６８.８％）

③ 分析結果

独居や老老世帯が７２％で前回調査から増加している。誰かの介護

・介助が必要ないと感じている人は多く、金銭面にゆとりがあると考

えている人はごくわずかで、食事は孤食傾向になっている。

また、地域での活動については、おおむね「参加していない又は無

回答」の回答が８割程度を占め、老人クラブやサークル活動等への参

加意欲が総じて低い状況であることが伺える。

□■ 第２章 高齢者の状況 ■□
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(２) 在宅介護実態調査

① 調査の目的

高齢者等の適切な在宅生活の継続と家族等介護者の就労継続の実現に

向けた介護サービスの在り方の検討

② 調査の概要

◇調査時期：令和２年６月～８月

◇調査対象：在宅で要支援・要介護認定を受けていて、要支援・要

介護認定の更新又は区分変更の申請を行った７６名

◇調査方法：認定調査員による聞き取り調査

◇調査項目：対象者の世帯類型や介護の頻度、介護のための離職

の有無、就労継続の可否に係る意識など全１８問

③ 分析結果

介護者の約５割が在宅介護の状況に幾らか支障を感じているものの、

就労継続に向けた就労先からの効果的な支援については「特にない」の

割合が最も多く、支障は感じているが現状を受け入れて在宅介護に取り

組んでいる状況が伺える。

また、高齢化が進む中、今後は一層老老世帯が増加していく見通しか

ら、フレイル予防・介護予防に力を入れて健康寿命を延ばすための新た

な取組の検討が必要な状況となっている。

□■ 第２章 高齢者の状況 ■□
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第３章 計画の基本的な考え方第３章 計画の基本的な考え方

１．基本理念

第８期計画においては、いわゆる団塊の世代が後期高齢者（７５歳以上）に

なる令和７（２０２５）年や、団塊ジュニア世代が６５歳以上になる令和２２

（２０４０）年の超高齢化社会を見据え、介護保険事業の持続可能性を維持し

ながら、地域包括ケアシステムを確立していくために必要な基本理念を次のと

おり設定します。

基本理念

住み慣れた地域で 自分らしく

安心して 暮らし続けられるよう

高齢者を見守り 支えていく

地域共生社会の実現

基本理念の実現にあたっては、高齢者の自立支援・重度化防止に向けた取

組及び医療・介護連携の推進のほか、住み慣れた地域で自分らしく安心して

暮らし続けられるよう、地域全体で高齢者を見守り、支えていく地域共生社

会の実現に向けた取組が重要となります。

また、人生１００年時代を見据え、高齢者がいきがいを持って、生涯にわ

たって元気に活躍し続けられるまちづくりが求められることから、健康寿命

を延伸していく取組も重要となります。

□■ 第３章 計画の基本的な考え方 ■□
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２．第８期計画の基本方針・基本目標

(１) 基本方針

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続ける

ためには、地域包括ケアシステムの確立が非常に重要となります。

地域包括ケアシステムとは、医療・介護・介護予防など様々なサービス

を切れ目なく一体的に利用できる体制のことであり、地域全体で高齢者を

見守り、支えていく地域共生社会の実現に向け、医療・介護連携の推進な

どによる高齢者の自立支援・重度化防止などの取組を重点的に実施してい

く必要があります。

また、人生１００年時代を見据え、長くなる高齢期をより充実したもの

にするために、健康寿命を延伸する取組も必要であり、高齢者がいきがい

を持って、生涯にわたって元気に活躍し続けられる「生涯活躍するまちづ

くり」を進めていきます。

そのため、これまでの第７期計画までの取組を継承しながら、地域包括

ケアシステムの確立により、健康寿命の延伸を目指すことを基本方針とし

ます。

地域包括ケアシステムの確立

基本方針

□■ 第３章 計画の基本的な考え方 ■□
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(２) 基本目標

第８期計画の基本理念である「住み慣れた地域で 自分らしく 安心して

暮らし続けられるよう 高齢者を見守り 支えていく 地域共生社会の実現｣

に向け、８つの基本目標を掲げ、総合的に施策を推進します。

高齢者の多くは、介護が必要な状況になったとしても、住み慣れた地域

で自分らしく暮らし続けることを望んでいます。

そのためには、可能な限り安心した日常生活を送るための「医療・介護

・介護予防・住まい・自立した日常生活の支援」が包括的に確保される仕

組みづくりが重要となります。

このことから、医療と介護の両方のサービスを必要とする高齢者が暮ら

し続けることができるよう、地域の医療・介護の資源把握や医療・介護関

係者の情報共有支援、在宅医療・介護連携に関する相談支援、医療・介護

関係者の研修などに取り組んでいきます。

人生１００年時代を見据え、高齢者一人一人に対して、きめ細かな保健

事業と介護予防を実施することが重要となります。

長くなる高齢期をより充実したものにするためには、健康寿命延伸への

取組が必要となるため、高齢者の保健事業と介護予防を一体的に実施して

いくための枠組みを構築した上で、当町の実情に応じた効果的な事業展開

を検討していきます。

基本目標１：在宅医療・介護連携の推進

基本目標２：保健事業と介護予防の一体的実施

□■ 第３章 計画の基本的な考え方 ■□
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高齢者の多くは、介護が必要な状態になっても、可能な限り在宅での生

活を続けることを望んでおり、住み慣れた地域で自分らしく安心して過ご

せるよう、生活支援・介護予防サービスの充実を図る必要があります。

また、関係団体との連携のもと、地域における生活支援等を提供するた

めに、生活支援の担い手となる介護人材の確保や育成に向けた体制整備を

図ります。

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムを確立する上で、高齢

者の総合相談窓口や関係者間の連携を進める中核的な存在として、重要な

役割を担っています。

地域包括支援センターの運営にあたっては、運営上の基本的な考え方や

理念、業務体系の指針などを明確にし、業務の円滑・効率的な実施、適切

で公平・中立的な運営を行うことを目的とした方針を策定し、運用してい

ます。

地域包括支援センターが運営している「地域ケア会議」は、主に役場長

寿介護課、地域包括支援センター、医療・介護の専門職等で構成されてお

り、個別課題の解決や地域の課題解決力の向上などに取り組んでいきます。

持ち家などの住宅改修支援や町内会や民生委員等による見守りのほか、

安否確認サービスや緊急通報システムの設置、除雪サービスなど、高齢者

の居住安定に係る施策との連携を図っていきます。

基本目標３：生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進

基本目標４：地域ケア会議の推進

基本目標５：高齢者の居住安定に係る施策との連携

□■ 第３章 計画の基本的な考え方 ■□
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団塊の世代が後期高齢者（７５歳以上）になる令和７（２０２５）年の

超高齢化社会を控え、一人暮らしや老老世帯、認知症の高齢者、身体機能

が低下した高齢者等において、多様なニーズが求められています。

こうした中、支援が必要な高齢者の個々の状況に応じ、医療・介護・介

護予防などの様々なサービスが、切れ目なく適切に提供される必要があり

ます。

また、介護予防の支援の充実を図ることで、要介護等認定者の増加を抑

制することも重要となります。

そのため、地域支援事業の介護予防事業や、町独自の生活支援サービス

等を実施し、心身の状態の改善と生活機能の維持・向上を図り、在宅生活

を送るための支援の充実を図ります。

高齢化率が年々上昇し、介護職員の高齢化や離職などにより人員の減少

が見受けられる中、必要な介護サービスを提供し続けることができるよう、

福祉・介護分野の人材確保、定着に向けた取組が求められています。

また、提供される介護サービスの質の確保のため、介護職員の資質の向

上への取組も求められています。

そのため、当町の地理的な特性を踏まえた中で、町内の事業所等からの

情報収集に努めるなど、新たな介護人材の開拓や既存職員のスキルアップ

に向けた取組に着手していきます。

基本目標７：介護人材の確保及び資質の向上等に資する事業への取組

基本目標６：町独自の生活支援サービスの充実

□■ 第３章 計画の基本的な考え方 ■□
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令和７（２０２５）年には、６５歳以上の５人に１人が認知症になると

推計されています。

認知症は誰もがなりうるものであり、認知症になっても住み慣れた地域

で自分らしく暮らし続けるために、認知症への社会の理解を深めながら、

必要な人に適切な情報を提供するなど、認知症及びその予防に関する正し

い知識の普及、情報提供を推進します。

また、国が総合的に認知症対策を推進するため、「認知症施策推進大

綱」の基本的な考え方（認知症の方や家族の視点を重視しながら「共生」

と「予防」を車の両輪として施策を推進）に沿って、当町の実情に応じた

認知症施策を展開していきます。

基本目標８：認知症施策の推進

□■ 第３章 計画の基本的な考え方 ■□
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第４章 地域包括ケアシステム確立のための重点事項第４章 地域包括ケアシステム確立のための重点事項

１．在宅医療・介護連携の推進

令和２年に実施した在宅介護実態調査の結果から、高齢者の多くは、介護が

必要な状況になったとしても、住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けること

を望んでいることが伺えます。

住み慣れた地域で暮らし続けるためには、可能な限り安心した日常生活を送

るための「医療・介護・介護予防・住まい・自立した日常生活の支援」が包括

的に確保される仕組みづくりが重要となります。

このことから、医療と介護の両方のサービスを必要とする状態の高齢者が住

み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、

医療機関や介護サービス事業者など関係者の連携づくりを推進していきます。

(１) 地域の医療・介護の資源把握及び医療・介護関係者の情報共有支援

地域包括支援センターでは、地域医療機関や介護事業所の機能等を調査し、

２０１９年３月版「笑顔であんしん介護保険ガイドブック」の中に、新たに

リストの掲載を行いました。

今後も必要に応じて内容を更新するなど、地域住民に在宅医療・介護連携

の普及・啓発を図りながら、医療・介護関係者の連携体制の強化に努めてい

きます。

(２) 在宅医療・介護連携に関する相談支援

役場長寿介護課と地域包括支援センターに相談窓口を設置し、退院の際や

在宅療養時などの在宅医療・介護連携に関する専門職による相談支援体制の

充実を図ります。

□■ 第４章 地域包括ケアシステム確立のための重点事項■□
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(３) 医療・介護関係者の研修

医療関係者と介護関係者との間で、必要性の高い情報の共有を図るため、

相互の情報交換やスキルアップの場として研修会を開催するほか、医療関係

者と介護関係者の協力体制の整備を進めていきます。

２．保健事業と介護予防の一体的実施

人生１００年時代を見据え、高齢者が生きがいを持って、生涯にわたって元

気に活躍し続けられるよう、高齢者の健康の保持・増進のために講じられる保

健事業と高齢者の生活機能改善や生きがいづくりを目指した介護予防を一体的

に実施していく枠組みの構築が必要になっています。

長くなる高齢期をより充実したものにするためには、多世代の住民が交流し

ながら、中高年齢者が自ら地域社会に溶け込みやすい環境が必要なことから、

生きがいづくりの場や高齢者同士のふれあいの場などの提供により、健康でア

クティブな生活を送ることができるまちづくりが求められています。

したがって、今後は、これまで個別の体制で実施してきた保健事業と介護予

防を一体的に実施することで、町民の健康寿命延伸を図っていきます。

３．生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進

高齢者の多くは、介護が必要な状態になっても、可能な限り在宅で生活を続

けることを望んでいます。

そのため、高齢者が住み慣れた地域で安心して快適に過ごせるよう、高齢者

やその家族に対して、質と量の両面において生活支援・介護予防サービスの充

実を図ります。

また、関係団体との連携のもと、生活支援の担い手となる介護人材の確保や

育成、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチング等のコーディネート

業務を実施するとともに、地域における生活支援・介護予防サービスを提供す

るための体制の充実を図ります。

□■ 第４章 地域包括ケアシステム確立のための重点事項■□
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４．地域ケア会議の推進

(１) 地域ケア個別会議

地域ケア個別会議は、本人、家族及び関係者で連携を図り、個別課題の

解決及び高齢者の自立支援並びに生活の質（以下「ＱＯＬ」という。）の

向上を図るものです。

多様な職種・組織と連携し、自立支援・介護予防の観点から、高齢者の

地域生活を支える取組を推進していきます。

(２) 地域の課題解決力の向上

地域ケア個別会議の開催などを通じて見えてきた地域の共通課題を整理

し、高齢者の自立及びＱＯＬ向上に向けた取組を検討します。

また、明らかとなった地域課題のうち、優先順位が高い課題に注視し、

政策形成につなげます。

５．高齢者の居住安定に係る施策との連携

持ち家などの住宅改修支援や、個別訪問・相談、町内会や民生委員等による

見守り、安否確認サービス、緊急通報システムの設置、ボランティア等による

除雪サービスなどの取組を進め、医療・介護・介護予防など様々なサービスを

切れ目なく提供することに努めます。

６．町独自の生活支援サービスの充実

(１) 独自の生活支援サービスの種類

生活支援指導訪問事業 （対象者）

在宅で自立した生活を送るため、家 高齢者で心身の虚弱により日常

事の支援や生活習慣の改善指導及び 生活を営むのに支障があり、支

身体介護支援のサービスを提供する 援を必要とする者

ヘルパーを派遣します。 (居宅要介護被保険者及び居宅要支援被

保険者、総合事業対象者を除く)

□■ 第４章 地域包括ケアシステム確立のための重点事項■□
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生きがい活動支援通所事業 （対象者）

日常生活を営むのに支障があり、社 高齢者で身体の虚弱により日常

会的孤立感の解消や生きがいづくり 生活を営むのに支障があり、支

を図るため、デイサービスセンター 援を必要とする者

で日常動作訓練や生きがい活動、入 (居宅要介護被保険者及び居宅要支援被

浴、給食等のサービスを提供します。 保険者、総合事業対象者を除く)

生活支援短期宿泊事業 （対象者）

基本的な生活習慣の欠如や、介護を 高齢者で身体の虚弱により日常

行う者の疾病等により日常生活に不 生活を営むのに支障があり、支

安があるなど、一時的に支援を必要 援を必要とする者

とする場合で、町内の介護施設にお (居宅要介護被保険者及び居宅要支援被

いて短期間の宿泊入所サービスを提 保険者を除く)

供します。

訪問給食サービス事業 （対象者）

食事を賄うことが困難な者の居宅を 高齢者及び身体障害者で身体の

訪問し、給食を提供することにより、 虚弱等により日常生活を営むの

孤立感の解消及び健康保持・増進を に支障があり、支援を必要とす

図ります。 る者

老人福祉センター移送サービス事業 （対象者）

老人福祉センターの利用にあたり、 満６５歳以上でタクシーの利用

徒歩による来館が困難な高齢者等に が必要と認められる者

対して、月曜日と木曜日、指定場所

間のタクシー往復定額乗車サービス

を１日に１回行います。

□■ 第４章 地域包括ケアシステム確立のための重点事項■□
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訪問介護移送サービス事業 （対象者）

訪問介護等を利用する高齢者に対し、 介護保険の訪問介護等を利用す

民間タクシーによる通院や外出等の る者

支援を行い、本人又は介護者の負担

を軽減します。

在宅老人除排雪サービス事業 （対象者）

除排雪することが困難な老老世帯等 おおむね６５歳以上の老老世帯

に対し、日常の維持、災害などの被 等で、除排雪の労力確保が困難

害、家屋の損壊等を防止するため、 な、町民税の非課税又は均等割

冬期間の除排雪の援護を行います。 のみ課税の世帯

老人交通安全杖支給事業 （対象者）

老人の外出時に、交通事故の危険か 満６５歳以上で身体が虚弱と認

ら身を守る一助とするため、道路交 められる者

通の安全に配慮した杖を希望者に支

給します。

緊急通報システム事業 （対象者）

一人暮らし高齢者及び身体障害者の おおむね６５歳以上の高齢者で、

緊急時の連絡体制を整備するため、 身体上の慢性疾患等がある者又

電話回線を使用した専用通報器及び は１級の身体障害者手帳を所有

ペンダント型無線発信機の無償貸与 する者のうち、一人暮らしで日

（通話料等は自己負担）を行います。 常生活上注意を要する状態であ

る者

在宅高齢者介護用品購入費助成事業 （対象者）

在宅高齢者の介護用品購入費の一部 在宅で介護を必要とする６５歳

を助成し、経済的負担の軽減と在宅 以上の要介護３～５に該当する

生活の継続及び向上を図ります。 者

□■ 第４章 地域包括ケアシステム確立のための重点事項■□
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(２) 独自の生活支援サービスの状況と見込み

団塊の世代が後期高齢者（７５歳以上）になる令和７（２０２５）年

の超高齢化社会を控え、一人暮らしや老老世帯、認知症の高齢者、身体

機能が低下した高齢者等の増加が見込まれています。

こうした中、支援が必要な高齢者の個々の状況に応じ、医療・介護・

介護予防などの様々なサービスが切れ目なく適切に提供される必要があ

ります。

特に、要介護等認定者の増加を抑制するためには、介護予防の支援の

充実を図ることが重要となります。

したがって、地域支援事業や町独自の生活支援サービス等を実施し、

心身の状態の改善と生活機能の維持・向上を図り、在宅生活を送るため

の支援の充実を図ります。

□■ 第４章 地域包括ケアシステム確立のための重点事項■□
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第５章 介護保険事業の計画第５章 介護保険事業の計画

１．介護保険事業の状況

(１) サービス基盤の現状

当町は、令和２年度現在で、次の３つの事業所を運営しています。

◇岩内町デイサービスセンター(通所介護(予防) →委託)

◇ 岩内町指定居宅介護支援事業所（居宅介護支援）

◇岩内町地域包括支援センター(介護予防支援 →委託)

６５歳以上の人口の割合が増加し、生産年齢人口の割合が減少している

ため、少ない現役世代で多くの高齢者世代を支えるという構造が強まるこ

とから、高齢者を地域全体で支え合うまちづくりが求められています。

多くの高齢者は要介護状態になっても自分が住み慣れた地域で、自分ら

しく安心して暮らし続けたいと願っているため、可能な限り生活の場を変

えることなく、日常の生活の場において、多様なサービスを受けられる体

制づくりが必要となっています。

町内の民間施設の状況としては、認知症対応型共同生活介護のグループ

ホーム、福祉用具貸与（予防）や特定福祉用具購入（予防）事業所、介護

付有料老人ホームなど、現在、町有の事業所が３か所、民間の事業所１９

か所となり、高齢者等のサービス基盤の整備は整っている状況にあります。

このほか、介護保険対象外の施設として、町有施設が１か所あります。

□■ 第５章 介護保険事業の計画 ■□
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【サービス区分別の事業所の設置状況】

サービス区分 施 設 名

･通所介護
･岩内町デイサービスセンター

･通所型サービス

･通所リハビリテーション ･通所リハビリテーション ななかまど(協会病院)

･介護予防通所 ･コミュニティホーム岩内

リハビリテーション 通所リハビリテーション(渓仁会)

･訪問介護 ･訪問介護 いわない(社会福祉協議会)

･訪問型サービス ･ライフサポートはみんぐ岩内 ※

･訪問看護 ･訪問看護ステーション のぞみ(協会病院)

･介護予防訪問看護 ･訪問看護ステーション 岩内(渓仁会)

･訪問リハビリテーション ･岩内協会病院 訪問リハビリテーション

･短期入所生活介護
･岩内ふれ愛の郷ショートステイセンター(渓仁会)

･介護予防短期入所生活介護

･福祉用具貸与
･福祉用具貸与 いわない(社会福祉協議会)

･介護予防福祉用具貸与
･(有)大橋畳家具店 福祉用具貸与事業所

･(有)栗林家具店 福祉用具貸与事業所

･特定福祉用具購入 ･(有)大橋畳家具店 福祉用具貸与事業所

･特定介護予防福祉用具購入 ･(有)栗林家具店 福祉用具貸与事業所

･岩内町指定居宅介護支援事業所

･居宅介護支援 ･居宅介護支援 いわない(社会福祉協議会)

･ケアプランセンター さつき(渓仁会)

･介護予防支援 ･岩内町地域包括支援センター

･認知症対応型共同生活介護

･介護予防認知症対応型 ･グループホーム「そよかぜ」岩内

共同生活介護

･介護老人福祉施設 ･介護老人福祉施設 岩内ふれ愛の郷(渓仁会)

･介護老人保健施設 ･介護老人保健施設 コミュニティホーム岩内(渓仁会)

･特定施設入居者生活介護 ･介護付有料老人ホーム 七福神恵比寿館

･介護保険対象外サービス ･岩内町老人福祉センター

※現時点では訪問介護のみ

□■ 第５章 介護保険事業の計画 ■□
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(２) 介護給付等対象サービスの実績

① 居宅サービス（介護給付）の実績

要介護等認定者数は近年横ばいの傾向であり、居宅サービスについて介

護給付と予防給付を合わせると、各種サービスで増減はあるものの、安定

した利用状況になっています。

また、ここ数年では、訪問リハビリテーションによる機能訓練など、介

護予防へのニーズが高い傾向となっています。

区 分 平成30年度 令和元年度 令和2年度(見込)

延利用者 1,710人 1,639 人 1,486 人

訪問介護 回 数 18,996回 18,355 回 16,286 回

給 付 費 57,003,242円 56,537,150円 52,049,561 円

延利用者 0人 0人 0人

訪問入浴介護 回 数 0回 0回 0回

給 付 費 0円 0円 0円

延利用者 659人 620人 566人

訪問看護 回 数 5,136回 4,847 回 4,530 回

給 付 費 20,369,706円 19,686,661円 18,830,145 円

延利用者 12人 73人 85人

訪問リハビリテーション 回 数 122回 656回 735回

給 付 費 317,124円 1,787,220 円 2,023,506円

延利用者 897人 861人 694人

通所介護 回 数 8,486回 8,396 回 6,810 回

給 付 費 59,381,759円 58,685,365円 47,818,824 円

延利用者 1,368人 1,313 人 1,196 人

通所リハビリテーション 回 数 9,325回 9,289 回 8,647 回

給 付 費 76,924,731円 77,680,600円 74,271,356 円

居宅療養管理指導
延利用者 370人 412人 396人

給 付 費 2,348,491円 2,829,062 円 2,930,072円
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区 分 平成30年度 令和元年度 令和2年度(見込)

特定施設入居者生活介護
延利用者 497人 517人 498人

給 付 費 84,895,344円 88,484,404 円 90,452,136 円

延利用者 346人 311人 224人

短期入所生活介護 日 数 3,545日 3,505 日 3,190 日

給 付 費 26,275,421円 25,501,538 円 22,018,694 円

短期入所療養介護
延利用者 20人 15人 12人

（介護老人保健施設）
日 数 163日 151日 94日

給 付 費 1,905,658円 1,857,275 円 1,291,594 円

福祉用具貸与
延利用者 1,253人 1,298 人 1,337 人

給 付 費 13,863,833円 14,537,666 円 14,901,108 円

福祉用具購入費
延利用者 25人 26人 29人

給 付 費 636,264円 722,030 円 797,094 円

住宅改修
延利用者 28人 28人 29人

給 付 費 1,820,549円 1,541,960 円 1,714,490 円

居宅介護支援
延利用者 3,161人 3,073 人 2,866 人

給 付 費 36,411,954円 35,690,476 円 33,407,404 円
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訪問介護

居宅サービス(介護給付)の実績

平成30年度 令和元年度 令和2年度

(単位：円)
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② 居宅サービス（予防給付）の実績

予防給付については、サービスを利用していない認定者も存在するため、個

別訪問や相談等による利用の普及等が必要です。

区 分 平成30年度 令和元年度 令和2年度(見込)

延利用者 242人 231人 212人

介護予防訪問看護 回 数 1,849回 1,764 回 1,347 回

給 付 費 6,004,414円 5,754,161円 4,460,940 円

介護予防訪問
延利用者 9人 52人 27人

リハビリテーション
回 数 72回 430回 240回

給 付 費 192,690円 1,178,892円 609,552 円

介護予防居宅 延利用者 56人 83人 72人

療養管理指導 給 付 費 762,894円 834,129円 681,075 円

介護予防通所 延利用者 381人 410人 422人

リハビリテーション 給 付 費 12,640,801円 14,028,002 円 14,204,410 円

介護予防短期入所
延利用者 2人 11人 2人

生活介護
回 数 9日 66日 34日

給 付 費 59,661円 403,011円 186,462 円

介護予防特定施設 延利用者 76人 79人 92人

入居者生活介護 給 付 費 6,301,645円 6,105,054円 7,504,398 円

介護予防福祉用具貸与
延利用者 427人 516人 607人

給 付 費 2,652,142円 2,998,562円 3,644,752 円

介護予防福祉用具購入
延利用者 20人 21人 18人

給 付 費 645,536円 690,874円 559,953 円

介護予防住宅改修
延利用者 28人 21人 24人

給 付 費 2,023,376円 1,673,940円 1,951,021 円

介護予防支援
延利用者 897人 998人 1,028 人

給 付 費 3,969,090円 4,403,630円 4,532,680 円
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③ 施設サービスの実績

介護老人福祉施設及び介護老人保健施設については、減少傾向で推移してお

り、令和２年度（見込）では新型コロナウイルス感染症拡大の影響から利用控

え等があると推測されます。

今後については、令和元年度の水準で、全体的に横ばいの傾向と予想されま

す。

区 分 平成30年度 令和元年度 令和2年度(見込)

介護老人福祉施設
延利用者 1,010人 975 人 807 人

給 付 費 239,480,733円 239,775,815 円 206,335,289 円

介護老人保健施設
延利用者 1,725人 1,801 人 1,679人

給 付 費 438,481,336円 471,196,504 円 444,906,680 円

介護療養型医療施設
延利用者 50人 0人 0人

給 付 費 18,195,419円 0円 0円

介護医療院
延利用者 24人 101人 75人

給 付 費 8,926,092円 34,688,347 円 24,668,471 円
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(単位：円)
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④ 地域密着型サービスの実績

認知症対応型共同生活介護のグループホーム等については、町内ではグループ

ホーム「そよかぜ」岩内があり、今後もこれまでと同様の傾向が予想されます。

区 分 平成30年度 令和元年度 令和2年度(見込)

認知症対応型 延利用者 200人 185人 190人

共同生活介護 給 付 費 44,823,672円 43,642,035 円 43,800,624 円

定期巡回・随時 延利用者 51人 56人 48人

対応型訪問介護看護 給 付 費 6,329,236円 6,666,077円 6,414,436 円

地域密着型通所介護
延 回 数 52回 36回 30回

給 付 費 3,798,544円 2,533,453円 1,669,922 円

0 100,000,000 200,000,000 300,000,000 400,000,000 500,000,000

介護医療院

介護老人保健施設

介護老人福祉施設

施設サービスの実績

平成30年度 令和元年度 令和2年度

(単位：円)
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２．介護給付等対象サービスの確保方策

(１) 介護給付等対象サービスの取組

高齢者が可能な限り住み慣れた当町で生活を続けるためには、地域包括

ケアシステムの確立が重要であり、医療・介護・介護予防・住まい・自立

した日常生活の支援が包括的に確保され、様々なサービスが切れ目なく提

供されることが求められます。

したがって、その中心となる介護給付等対象サービスの確保については、

現状のサービス基盤の水準が低下することのないよう、在宅サービスと施

設サービスの連携を図る必要があります。

特に、介護給付等対象サービスの中で重要視されている訪問系や通所系

の「在宅のサービス」と特定施設入居者生活介護等の「居住系サービス」

については、全体的なサービス水準の維持向上を図る必要があります。
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地域密着型

通所介護

定期巡回･随時対応型
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認知症対応型

共同生活介護

地域密着型サービスの実績

平成30年度 令和元年度 令和2年度

(単位：円)
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① 居宅サービス

居宅サービスについては、介護給付等対象サービスの中で重要視され

ている「在宅のサービス」と「居住系サービス」の水準の維持・向上を

図る必要があります。

要介護等認定者数が微増傾向の中、「在宅のサービス」については、

介護給付と予防給付を合わせると、利用状況は全体的に安定しています。

通所介護と短期入所生活介護については、今後も需要は安定的に見込

まれると推計しており、町内の各事業所によるサービス提供を推進しま

す。

軽度者に対しては、住み慣れた当町で継続的に安心して生活できるよ

うに、地域包括支援センターを中心に、サービス利用者の生活機能の回

復につながるケアマネジメントを実施することで、介護給付等対象サー

ビスや介護予防事業の一層の利用促進を図ります。

② 施設サービス

施設サービスについては、今後も利用状況は横ばいで推移していくも

のと予想されますが、介護人材不足による施設稼働率の低下などもある

ため、介護人材の養成施策の実施などにより、施設サービス基盤を安定

的に確保する必要があります。

③ 地域密着型サービス

地域密着型サービスについては、「居住系サービス」として、高齢者

の状況に応じた住まいの供給の役割や、不足が指摘される短期入所生活

介護の受け皿（保険外等）の役割が期待されます。

認知症対応型共同生活介護については、他の「居住系サービス」が整

備済であることから、今後もこれまでと同様の水準とします。

定期巡回･随時対応型訪問介護看護、複合型サービス、小規模多機能

型居宅介護については、当町での事業所の開設予定はなく、今後新たな

需用が生じた段階で対応を検討します。
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(２) 地域密着型サービスに係る必要利用定員総数等の設定

① 老人福祉事業の量の目標

養護老人ホームについては、当町に施設がないものの、令和２年１０

月末現在で町外の１施設に１人の措置を行っており、今後も必要に応じ

て措置を行う必要があります。

区 分 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

養護老人ホーム(措置者数) 1人 1人 1人

老人福祉センター(施設数) 1箇所 1箇所 1箇所

② 地域密着型サービスに係る必要利用定員総数

介護給付等対象サービスの見込みを推計するにあたり、次の地域密着

型サービスについて、次の表のとおり必要利用定員総数を定めます。

また、地域密着型特定施設入居者生活介護については、今後、新たな

需要が生じる状況となるまで、整備を行わないこととします。

区 分 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度

認知症対応型共同生活介護 9人 9人 9人

地域密着型特定施設入居者生活介護 0人 0人 0人

地域密着型介護老人福祉施設
0人 0人 0人

入所者生活介護

(３) 計画の公表と普及・啓発

介護保険制度の適切な運営のためには、６５歳以上の第１号被保険者は

もとより、４０歳以上の第２号被保険者や納税による間接的負担者に対し、

制度の仕組みなどの普及・啓発に努める必要があります。

したがって、パンフレットやリーフレット、ホームページ等を活用して

介護保険制度等の周知を行い、保険料納付の意義や必要性などの理解促進

に努めていきます。
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第６章 地域支援事業の推進第６章 地域支援事業の推進

１．地域支援事業の状況

(１) 地域支援事業とは

地域支援事業とは、介護保険の中で「保険給付」と両輪をなすもので

あり、「高齢者が要支援・要介護状態になることを予防するとともに、要

支援・要介護状態になった場合でも、可能な限り住み慣れた地域で自立し

た日常生活を送れるよう支援すること」を目的に市町村が実施します。

この地域支援事業は、

①「介護予防・日常生活支援総合事業」

②「包括的支援事業」

③「任意事業」

の３つが大きな柱となっています。

① 介護予防・日常生活支援総合事業

６５歳以上で、要介護状態ではないが、生活機能の低下があり、介護予防

サービスの利用が必要な方（要支援１～２の方等）を対象に、要介護状態に

なることを防ぎ、元気で生き生きとした生活を続けてもらうための事業を推

進します。

【介護予防・生活支援サービス事業】

事 業 内 容

訪問型サービス 掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提供

通所型サービス 機能訓練や集いの場など、日常生活上の支援を提供

生活支援サービス
栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者等への

見守りを提供

介護予防ケア 総合事業によるサービス等を適切に提供するためのケ

マネジメント アマネジメントを実施
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【一般介護予防事業】

事 業 内 容

介護予防把握事業
収集した情報等の活用により、閉じこもり等の支援を

要する者を把握し、介護予防活動へつなげる。

介護予防普及
介護予防活動の普及・啓発を行う。

啓発事業

地域介護予防
住民主体の介護予防活動の育成・支援を行う。

活動支援事業

一般介護予防 介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等を検証

事業評価事業 し、一般介護予防事業の評価を行う。

地域リハビリテ 介護予防の取組を機能強化するため、通所、訪問、地

ーション活動支 域ケア会議、住民主体の通いの場等へのリハビリテー

援事業 ション専門職等による助言等を行う。

② 包括的支援事業

地域包括支援センターが行う事業であり、センターには、主任ケアマネジ

ャーや社会福祉士、保健師等を配置し、介護予防サービス等の提供のほか、

医療･介護･介護予防等に関する相談･支援等を包括的･継続的に実施します。

【地域包括支援センターの運営】

介護予防ケアマ 要支援者等を対象に、アセスメントや介護予防ケアプ

ネジメント業務 ランの作成、評価等の支援を行う。

総合相談支援業務
訪問や電話等により支援が必要な高齢者を適切なサー

ビスにつなぐ。情報提供や連絡調整も行う。

権利擁護業務
高齢者の虐待の防止や早期発見、成年後見制度の啓発、

消費者被害の防止などを行う。

包括的・継続的
ケアマネジャーや事業者のネットワークづくり、人材

ケアマネジメン
育成、研修会等の開催などを行う。

ト支援業務

地域ケア会議 多職種協働による地域包括支援ネットワークを構築す

の充実 るため、多職種の専門職会議を主催する。
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≪在宅医療・介護連携の推進≫

◇地域の医療・介護の資源の把握

◇医療・介護関係者の情報共有の支援

◇地域住民への普及・啓発

≪認知症施策の推進≫

◇認知症への理解を深めるための知識の普及・啓発

◇ 認知症支援体制の整備として認知症初期集中支援チーム及び認知

症地域支援推進員の設置

≪生活支援サービスの体制整備≫

◇ 生活支援・介護予防サービスの体制整備として生活支援コーディ

ネーターを配備

◇高齢者の居住安定に係る施策との連携推進

③ 任意事業

法令の趣旨に沿って、市町村の判断により、市町村が必要とする事業を行

うことができます。

介護給付等 保険者として介護給付等に要する費用の適正化を図る

費用適正化事業 のための事業等を行う。

家族介護支援事業
介護知識等の習得のための教室の開催や、認知症高齢

者見守り事業等を行う。

訪問給食サービス事業、成年後見制度利用支援、福祉

その他の事業 用具・住宅改修支援、その他生活支援に必要な事業を

行う。
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(２) 地域支援事業の実績

区 分 平成30年度 令和元年度 令和2年度(見込)

①介護予防・日常生活支援総合事業

訪問型サービス 1,223 件 1,145 件 1,114 件

通所型サービス 255 件 305 件 302 件

介護予防支援事業 876 件 817 件 770 件

介護予防普及啓発活動 52 回 50 回 12 回

介護予防教室講師派遣事業 7 回 27 件 14 件

②包括的支援事業

総合相談支援業務 201 件 161 件 171 件

認知症サポーター養成講座
4 回 0 回 1 回

97 人 0 人 31 人

認知症カフェ
1 回 1 回 0 回

26 人 50 人 0 人

地域ケア個別会議 6 回 12 回 8 回

③任意事業

訪問給食サービス事業
496 人 542 人 599 人

7,782 食 8,220 食 8,911 食

２．地域支援事業の確保方策

(１) 介護予防・日常生活支援総合事業の取組

平成２７年度の法改正により、介護保険の予防給付であった介護予防訪

問介護及び介護予防通所介護については、地域支援事業に移行され、市町

村が実施することになりました。

これにより、地域の実情に応じて、市町村が地域の支え合い体制づくり

を推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等が可能となりま

した。
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■□ 第６章 地域支援事業の推進 □■

生活支援の充実、高齢者の社会参加や支え合いの体制づくり、介護予防

の推進、関係者間の意識の共有、自立支援に向けたサービスの提供等を基

本に進めていきます。

特に、介護予防の推進は、高齢者の在宅生活の継続や健康寿命の延伸等

につながることから、地域包括ケアシステムの確立とともに、持続可能な

介護保険運営にとって重要な取組の一つです。

要介護状態になるおそれのある高齢者の把握や介護予防教室等の開催を

通じて、介護予防・重度化防止に資する取組を推進します。

① 介護予防・生活支援サービス事業

(ア) 訪問型サービス

ヘルパーや介護福祉士等がサービス利用者の居宅を訪問し、個々の

能力に応じて、可能な限り居宅で自立した日常生活を送れるように、

入浴や食事、掃除、洗濯、体力改善に向けた相談など、日常生活の世

話や相談指導といったサービスを提供します。

◇既存の訪問介護事業所による身体介護、生活援助

◇住民ボランティアによるごみ出し等の生活支援サービス

(イ) 通所型サービス

利用者の社会的孤立感の解消と心身機能の維持、家族の身体的・精

神的負担の軽減を図るため、専用車両で施設送迎を行い、生活機能の

維持及び向上を目指した機能訓練や軽運動教室開催などのサービスを

提供します。

◇既存の通所介護事業所による機能訓練等

(ウ) 介護予防ケアマネジメント

要支援者等に対し、総合事業によるサービス等を適切に提供するた

めのケアマネジメントを実施します。
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■□ 第６章 地域支援事業の推進 □■

② 一般介護予防事業

６５歳以上の方を対象とした「運動器の機能向上」のプログラムを実施

するとともに、町広報誌を活用した周知活動など、「閉じこもり予防・支

援」「認知症予防・支援」等の介護予防施策に取り組みます。

◇はつらつ元気塾、ぱぴっと健康クラブ、包括だより(広報折込)など

介護予防につながる活動を行っている地域グループへの支援を行うほ

か、他の団体に対して介護予防の重要性について周知するなど、住民主

体の介護予防活動の充実を図ります。

◇介護予防教室講師派遣事業

(２) 包括的支援事業の取組

包括的支援事業では、従来の「介護予防ケアマネジメント業務」「総合

相談支援業務」などに加え、平成２７年度の法改正により、社会保障の充

実を目的とした「在宅医療・介護連携の推進」「認知症施策の推進」など

に関する事業が新たに位置づけられ、地域包括支援センターが業務を実施

しています。

当該事業については、その業務を社会福祉法人 渓仁会に委託しており、

事務所を介護老人保健施設「コミュニティホーム岩内」に置き、主任ケア

マネジャーや社会福祉士、保健師等が、それぞれの専門分野を生かしなが

ら事業を行っています。

なお、地域包括支援センターは、包括的支援事業の実施とは別に、「岩

内町指定介護予防支援事業者」として介護予防支援の業務を行っているほ

か、当町から介護予防事業や任意事業の一部を受託しています。

【地域包括支援センターの実施事業】

① 一般介護予防事業

◇介護予防把握事業

◇介護予防普及啓発事業
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■□ 第６章 地域支援事業の推進 □■

② 包括的支援事業

◇介護予防ケアマネジメント業務

◇総合相談支援業務

◇権利擁護業務

◇包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

◇地域ケア会議の運営業務

◇在宅医療・介護連携の推進

◇認知症施策の推進

◇生活支援サービスの体制整備

③ 任意事業

◇家族介護支援事業

◇認知症高齢者見守り事業

④ 指定介護予防支援

◇予防給付に係るケアマネジメント業務

(３) 任意事業の取組

① 介護給付等費用適正化事業

◇縦覧点検 ／ 医療情報と介護の突合

◇住宅改修等の点検

◇介護給付費通知、ケアプラン点検・要介護認定の適正化

② 家族介護支援事業

◇ 家族介護教室（適切な介護知識や認知症の知識、技術等の習得）

◇認知症高齢者見守り事業（認知症の啓発、徘徊高齢者対応等）

③ その他の事業

◇訪問給食サービス事業（夕食の自宅配達と安否確認）

◇成年後見制度利用支援事業（町長申立てと後見人報酬の助成）

◇福祉用具・住宅改修支援事業

◇生活支援短期宿泊事業（介護施設のショートステイ）

◇認知症対応型共同生活介護事業所等の家賃助成事業

（低所得者で要介護状態にある高齢者の居住確保）
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第７章 介護人材の確保及び資質の向上等に資する事業に関する事項第７章 介護人材の確保及び資質の向上等に資する事業に関する事項

１．介護人材の確保及び資質の向上等に資する事業への取組

(１) 現状と課題

現在、当町では年々高齢化率が上昇しており、町全体で人口減少が進んで

いるものの、介護を必要とする高齢者数は横ばいで推移していく見通しとな

っています。

その一方で、介護の担い手となる生産年齢人口の減少は進んでいくと見込

まれています。

また、現状の介護職従事者の高齢化が顕在化していることに加え、離職な

どによる人員の減少により、新たな人材確保が喫緊の課題となっています。

さらには、提供される介護サービスの質の確保のため、介護事業所従事者

の資質の向上対策も必要なことから、当町の地理的条件や就労希望者のニー

ズなどを踏まえた中で、福祉・介護分野の人材確保、定着及び資質の向上に

向けた取組を実施していきます。

(２) 今後の方策

介護職従事者の確保による介護サービスの安定的な提供を図るため、町内

の事業者など関係者と連携し、新たな介護人材の確保やその定着、既存職員

の離職防止に向けた取組を実施していきます。

また、介護サービスの質を確保するためには、介護現場の負担の軽減も必

要であることから、介護事業所における業務効率化を進め、「介護のしごと」

への不安解消を図る取組を推進します。

□■ 第７章 介護人材の確保及び資質の向上等に資する事業に関する事項 ■□
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(３) 具体的取組

当町の地理的な特性を踏まえた中で、町内の事業者等からの情報収集に努

めながら、他の自治体など先進地事例を参考に、介護未経験者を対象とした

介護職員研修を開催するなど、新たな介護人材の開拓や既存職員のスキルア

ップに向けた取組に着手していきます。

また、介護現場の負担を軽減するための介護ロボット導入に係る国や北海

道の補助金について、介護事業者へ情報提供を行うなど、介護事業所におけ

る業務効率化を促進し、介護職従事者の不安解消に努め、｢介護のしごと｣

に対するイメージの向上を図っていきます。

介護人材の

確保・定着

介護業務の

イメージ向上

介護現場の

業務効率化

相乗効果

□■ 第７章 介護人材の確保及び資質の向上等に資する事業に関する事項 ■□
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第８章 認知症施策の推進第８章 認知症施策の推進

国は、総合的に認知症対策を推進するため、「認知症施策推進大綱」におけ

る基本的な考え方として、認知症の方や家族の視点を重視しながら「共生」と

「予防」を車の両輪とする取組を提唱しています。

当町においては、これまでに、認知症になっても、いつまでも地域で住み続

けられるよう、認知症地域支援推進員の配置や認知症初期集中支援チームを設

置し、効果的な運用を進めてきたとともに、認知症カフェの開催などに取り組

んできました。

今後も、認知症の方やその家族の視点を重視し、認知症に対する町民理解の

促進を図るとともに、当町の実情に応じた認知症施策を展開していきます。

【認知症施策推進大綱における「市町村が主体となって取り組むべき主な事項」】

認 知 症 施 策 推 進 大 綱 当 町 で の 取 組

１ 普及啓発・本人発信支援 ・認知症地域支援推進員の配置

・認知症初期集中支援チームによる

早期対応

２ 予防 ・認知症ケアパスの普及

・認知症サポーターの養成

３ 医療・ケア・介護サービス ・通いの場の創出

・介護者への支援 ・認知症カフェの開催

４ 認知症バリアフリーの推進・ ・見守り体制の整備

若年性認知症の方への支援・ ・高齢者虐待の防止対策

社会参加支援 ・成年後見制度の活用

□■ 第８章 認知症施策の推進 ■□



- 48 -

１．認知症への理解を深めるための知識の普及・啓発の推進

認知症は、様々な原因疾患により引き起こされます。そのため、支援の方

法も個人の状態に応じたものとなります。

地域包括支援センターでは、認知症の方とその家族ができる限り住み慣れ

た地域で一緒に生活を続けることができるよう、認知症と疑われる症状が現

れた場合に、いつ、どこで、どのような医療や介護サービスを受ければよい

か、症状に応じた適切なサービスの提供の流れを解説した「認知症ケアパス」

の作成を行いました。

認知症の方とその家族や支援する町民にとって、わかりやすい認知症情報

ガイドブック（冊子）となっており、認知症の予防啓発等に活用しています。

２．認知症サポーターの養成

認知症の方やその家族を温かく見守る応援者として、これまで多くの認知

症サポーターを養成してきました。

第８期計画においても、地域住民に加え、多様な団体や教育現場等に対す

る積極的なアプローチを行い、サポーターのさらなる拡充を図っていきます。

□■ 第８章 認知症施策の推進 ■□
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３．認知症カフェの支援

認知症カフェは、認知症の方やその家族、地域住民、専門職等が一堂に会

し、仲間づくりや情報交換を行う場であり、地域包括支援センターが実施し

ています。

今後も、認知症カフェの開催を通じて地域との「共生」や多職種間の連携

を醸成するため、新しい生活スタイルの中で認知症の方とその家族が安心し

て認知症カフェを利用できるように支援していきます。

４．認知症初期集中支援チームによる早期対応

地域包括支援センターには、認知症になっても本人の意思が尊重され、で

きる限り住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、認知症の方やその家族に

早い段階から支援の関わりを持つ「認知症初期集中支援チーム」が設置され

ており、認知症の早期診断や早期対応に関する相談支援を行っています。

□■ 第８章 認知症施策の推進 ■□
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５．認知症に関する関係機関との連携推進

令和７（２０２５）年には団塊の世代が後期高齢者となることから、今後

は、医療と介護の双方のサービスを必要とする方の増加が予想されます。

このため、認知症に関する各職種の役割分担や関係機関の効果的な連携の

在り方などについて、相互に考えを共有しながら、認知症の方に対する支援

体制を構築していきます。

□■ 第８章 認知症施策の推進 ■□
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第９章 その他必要な事項第９章 その他必要な事項

１．介護給付等対象サービス等の円滑な提供

(１) 介護給付等対象サービスの円滑な提供

指定居宅介護支援や指定介護予防支援の事業者は、介護給付等対象サー

ビスの事業者や在宅医療を提供する医療機関等との連携を図ることによ

り、適切な居宅サービス計画、介護予防サービス計画を作成することが重

要となります。

このため、医療・介護の関係団体が連携し、相互の情報交換のための体

制整備など、事業者間の連携の確保に関する取組を図ることとします。

また、介護給付等対象サービスの適切な利用を促進するため、情報収集

や相談、支援を適切に行うことができる体制の整備に努めていきます。

(２) 地域支援事業の円滑な提供

地域支援事業については、主に役場長寿介護課と地域包括支援センター

が各事業の実施を担っており、業務の役割分担の明確化と連携強化、多職

種との連絡調整、取り扱うサービスの情報提供などの取組を進めます。

総合事業については、住民主体で参加しやすく、地域に根ざした介護予

防活動の展開など、地域の支え合い体制づくりを推進することとします。

２．地域包括支援センター等の情報公表

当町においては、厚生労働省が運用する「介護サービス情報公表システム」

を活用して、地域包括支援センターの情報を公表しています。

また、町独自の生活支援サービス等については、町のホームページで公表

しています。

□■ 第９章 その他必要な事項 ■□
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３．介護給付等に要する費用の適正化に関する事項

介護給付の適正化とは、介護給付を必要とする利用者を適切に認定し、利

用者が必要とするサービスを、事業者が過不足なく適切に提供するよう、保

険者である市町村が事業者に対して促すことです。

介護給付の適正化により、適切なサービスの提供を促し、費用の効率化を

進め、保険料の上昇を抑制しながら、持続可能な介護保険事業の運営を行う

ために、給付の適正化を推進します。

第８期計画では、特に、「②住宅改修等の点検」「③介護給付費通知」「④ケ

アプラン点検」について、業務の実施方法の見直し等による実施効果の向上

を検討し、介護給付の適正化を図っていきます。

① 縦覧点検 ／ 医療情報と介護の突合

縦覧点検は、利用者個々の介護報酬の請求明細書を確認し、提供サー

ビスの整合性や算定回数・日数等の点検を行い、請求内容の誤り等を早

期発見し、適切な処理を行うもの。

医療情報と介護の突合は、利用者の後期高齢者医療や国民健康保険の

入院情報と、介護保険の給付情報を突き合わせ、給付日数や提供サービ

スの整合性を点検し、医療と介護の重複請求の排除等を行うもの。

② 住宅改修等の点検

住宅改修の点検は、改修工事を行う利用者宅の実態確認や工事見積書

の点検、施工時の訪問調査等により施工状況の点検を行うもの。

福祉用具購入・貸与の点検は、福祉用具使用者に対する訪問調査等を

実施し、福祉用具の必要性や利用状況等の点検を行うもの。

③ 介護給付費通知

利用者等に対し、事業者の介護報酬請求や給付状況等の情報を通知す

ることで、適切なサービス利用の普及等を行うもの。

□■ 第９章 その他必要な事項 ■□
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④ ケアプラン点検

居宅介護サービス計画等の記載内容について、事業者資料の確認や訪

問調査を実施し、市町村職員等の第三者が点検･支援を行うもの。

⑤ 要介護等認定の適正化

認定調査の内容について、市町村職員等が訪問審査や書面審査等を実

施し、適切で公平な要介護等認定を確保するもの。

４．療養病床の円滑な転換に関する事項

介護療養型医療施設について、国では令和５年度末までに介護医療院等に

転換するなどの対応を行うこととしていますが、現在、当町においては、介

護療養型医療施設はないため、対応は不要となります。

岩内協会病院の入院病棟には、一般病棟と地域包括ケア病棟のほか、療養

型病棟が設置されており、現在、療養型病棟の一部が休床中となっています。

町としては、岩内協会病院の療養病床の在り方について、地域住民のニー

ズや介護保険の運営状況等を考慮しつつ、関係機関等と協議を進めていきま

す。

□■ 第９章 その他必要な事項 ■□
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第１０章 災害及び感染症に対する備えの検討第１０章 災害及び感染症に対する備えの検討

１．災害に対する備えの検討

災害時に自力で避難することが困難な要介護者の方々等に対し、地域の中

で避難の支援が行き渡るようにするため、町では「避難行動要支援者名簿」

を作成しています。

今後は、医療機関や介護事業所等との連携を図りながら、「避難行動要支援

者名簿」を活用した地域全体での助け合いの仕組みを整備するなど、様々な

自然災害に対する支援体制の充実を図るよう検討していきます。

また、町による各種防災訓練を通して、介護事業所における災害時の対応

や必要な物資の備蓄・調達の状況を事前にシミュレーションするなど、災害

に対する備えの充実に努めていきます。

２．感染症に対する備えの検討

インフルエンザやノロウイルス、さらには新たな感染症の流行のおそれが

あるときは、保健所と十分に連携しながら、町民に対する正しい感染症の予

防方法や拡大防止方法について普及・啓発を行い、感染症の蔓延防止に努め

ていきます。

また、介護事業所等で感染者が発生したときは、保健所の指導に基づき、

感染症の発生源や感染経路の調査への協力のほか、施設の消毒や就業制限な

どを実施し、施設等の利用者や従事者への拡大防止の徹底に努めるなど、感

染症に対する必要な備えを検討し、実施していきます。

□■ 第10章 災害及び感染症に対する備えの検討 ■□
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第１１章 第１号被保険者の保険料第１１章 第１号被保険者の保険料

１．保険料の推計方法

第１号被保険者の保険料の推計にあたっては、その前段として、計画期間中

(令和３年度～令和５年度)の介護給付等対象サービス見込量を割り出す必要が

あるため、次の手順によって見込量を算出します。

次節以降では、この手順に従い、各見込量の推計を行います。

● 給付実績の整理（平成３０年度～令和２年度）

・各サービスの利用者数、利用回(日)数、給付費の実績(見込)

● 人口・要介護認定者数の推計

・認定状況の推移を踏まえ、自然体推計を実施

・自然体推計した認定者数に、特殊要素を反映

(1) 施設・居住系サービス見込量の推計

・厚生労働省「見える化」システムにて推計値を算出

・将来の世帯状況、今後の動向及び北海道医療計画との整合等に係る

特殊要素を反映

(2) 在宅サービス等見込量の推計（上記⑴を除く）

・厚生労働省「見える化」システムにて推計値を算出

・将来の世帯状況、今後の動向等の特殊要素を反映

(3) 介護給付等対象サービス見込量の推計

・推計した各見込量を合わせ、給付費合計額を推計

● 保険料の推計

・標準給付費見込額に地域支援事業費の見込みを加え、負担割合の

補正等を実施

□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□



- 56 -

２．介護給付等対象サービスの見込み

(１) 施設・居住系サービス見込量の推計

【施設・居住系サービスの利用者数の推計（月間)】 （単位：人）

平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和
区 分

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 7年度 22年度

施設サービス 2 31 2 3 7 2 26 2 34 2 3 4 2 35 2 31 1 99

介護老人福祉施設 8 3 81 79 8 2 8 2 8 2 81 69

介護老人保健施設 1 42 1 4 8 1 41 1 45 1 4 5 1 45 1 44 1 25

介護医療院 2 8 6 7 7 8 6 5

介護療養型医療施設 4 0 0 0 0 0 － －

居宅サービス 4 7 51 48 4 9 5 2 5 2 51 43

特定施設入居者生活介護 4 1 44 41 4 1 4 3 4 3 42 37

介護予防特定施設入居者生活介護 6 7 7 8 9 9 9 6

地域密着型サービス 1 7 15 16 1 6 1 6 1 6 16 12

認知症対応型共同生活介護 1 7 15 16 1 6 1 6 1 6 16 12

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 0 0

合 計 2 95 3 0 3 2 90 2 99 3 0 2 3 03 2 98 2 54

※平成３０年度及び令和元年度は実績値

□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□
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【施設サービス費の見込み（年間)】

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

介護老人福祉施設
978人 984人 989人 972人 828人

238,368千円 238,837千円 239,137千円 236,085千円 197,308千円

介護老人保健施設
1,734人 1,740人 1,745人 1,728人 1,500人

449,676千円 450,354千円 450,771千円 447,465千円 386,287千円

介護医療院
78人 89人 96人 72人 60人

25,841千円 28,836千円 28,899千円 25,792千円 19,471千円

介護療養型医療施設
0人 0人 0人 － －

0千円 0千円 0千円 － －

計 2,790人 2,813人 2,830人 2,772人 2,388人

（施設サービス） 713,885千円 718,027千円 718,807千円 709,342千円 603,066千円

【居宅サービス費及び地域密着型サービス費（居住系サービス）の見込み（年間)】

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

特定施設入居者生活介護
492人 510人 521人 504人 444人

87,382千円 89,692千円 90,701千円 88,452千円 77,682千円

介護予防特定施設 96人 102人 113人 102人 72人

入居者生活介護 6,860千円 7,455千円 7,760千円 7,455千円 5,072千円

認知症対応型共同生活介護
197人 192人 189人 186人 144人

45,739千円 45,418千円 44,281千円 43,959千円 34,038千円

介護予防認知症 0人 0人 0人 0人 0人

対応型共同生活介護 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

地域密着型特定施設 0人 0人 0人 0人 0人

入居者生活介護 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

計 785人 804人 823人 792人 660人

（居住系サービス） 139,981千円 142,565千円 142,742千円 139,866千円 116,792千円

□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□
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(２) 在宅サービス等（施設・居住系サービスを除く）見込量の推計

【介護度別の在宅サービス等(施設・居住系を除く)の利用者数の推計(月間)】 (単位：人)

平成 令和 令和 令和 令和 令和 令和 令和
区 分

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 7年度 22年度

要支援１ 27 33 35 36 39 40 39 36

要支援２ 57 61 62 64 68 69 68 65

計 84 94 97 100 107 109 107 101

要介護１ 151 138 126 133 136 133 132 123

要介護２ 92 100 98 98 101 101 99 96

要介護３ 47 47 39 45 47 47 46 42

要介護４ 19 18 23 22 25 24 22 20

要介護５ 7 11 11 11 13 12 11 8

計 316 314 297 309 322 317 310 289

合 計 400 408 394 409 429 426 417 390

※平成３０年度及び令和元年度は実績値

□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□
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【居宅サービス費（介護給付）見込量の推計（年間)】

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

延利用者 1,512人 1,505人 1,494人 1,464人 1,368人

訪問介護 回 数 17,370回 17,206回 16,908回 16,784回 15,441回

給 付 費 56,368千円 56,039千円 55,046千円 54,465千円 50,136千円

延利用者 0人 0人 0人 0人 0人

訪問入浴介護 回 数 0回 0回 0回 0回 0回

給 付 費 0千円 0千円 0千円 0千円 0千円

延利用者 588人 600人 612人 600人 564人

訪問看護 回 数 4,954回 5,107回 5,131回 5,042回 4,714回

給 付 費 20,885千円 21,488千円 21,616千円 21,256千円 19,825千円

訪問リハビリ
延利用者 90人 96人 101人 84人 48人

テーション
回 数 744回 761回 772回 760回 425回

給 付 費 2,098千円 2,120千円 2,151千円 2,113千円 1,187千円

居宅療養管理指導
延利用者 396人 432人 444人 420人 348人

給 付 費 3,487千円 3,763千円 3,832千円 3,618千円 3,029千円

延利用者 744人 792人 804人 792人 720人

通所介護 回 数 7,404回 8,077回 8,118回 7,944回 7,116回

給 付 費 53,242千円 58,422千円 58,608千円 57,233千円 51,020千円

通所リハビリ
延利用者 1,200人 1,212人 1,224人 1,212人 1,080人

テーション
回 数 8,836回 8,993回 9,017回 8,921回 7,937回

給 付 費 75,742千円 77,292千円 77,476千円 76,512千円 67,867千円

延利用者 288人 294人 305人 288人 216人

短期入所生活介護 日 数 3,883日 3,953日 4,003日 3,838日 3,004日

給 付 費 25,722千円 26,103千円 26,420千円 25,413千円 20,025千円

短期入所
延利用者 10人 12人 14人 10人 8人

療養介護（老健）
日 数 90日 91日 92日 90回 72回

給 付 費 1,169千円 1,185千円 1,201千円 1,170千円 936千円

福祉用具貸与
延利用者 1,284人 1,320人 1,332人 1,296人 1,224人

給 付 費 14,479千円 14,837千円 14,940千円 14,655千円 13,790千円

特定福祉用具購入費
延利用者 30人 36人 48人 41人 24人

給 付 費 552千円 716千円 948千円 891千円 496千円

□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□
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□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□

住宅改修
延利用者 24人 30人 41人 41人 12人

給 付 費 1,145千円 1,711千円 1,726千円 1,726千円 580千円

居宅介護支援
延利用者 2,976人 3,108人 3,120人 3,072人 2,700人

給 付 費 34,994千円 36,466千円 36,650千円 36,079千円 31,593千円

計 給 付 費 289,883千円 300,142千円 300,614千円 295,131千円 260,484千円

【地域密着型サービス費の見込量の推計（年間)】

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

定期巡回・随時 延利用者 42人 48人 53人 48人 24人

対応型訪問介護看護 給 付 費 6,743千円 6,747千円 7,125千円 6,747千円 1,798千円

延利用者 49人 47人 36人 34人 24人

地域密着型通所介護 回 数 397回 396回 288回 276回 156回

給 付 費 2,881千円 2,871千円 2,181千円 2,104千円 1,103千円

計 給 付 費 9,624千円 9,618千円 9,306千円 8,851千円 2,901千円

【居宅サービス費（予防給付）の見込量の推計（年間)】

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

延利用者 228人 234人 245人 240人 216人

介護予防訪問看護 回 数 1,451回 1,560回 1,584回 1,548回 1,426回

給 付 費 5,297千円 5,671千円 5,748千円 5,603千円 5,173千円

介護予防訪問 延利用者 30人 36人 41人 40人 30人

リハビリテーション 給 付 費 830千円 872千円 878千円 860千円 786千円

介護予防通所 延利用者 402人 408人 420人 408人 336人

リハビリテーション 給 付 費 14,294千円 14,302千円 14,797千円 14,302千円 11,792千円

介護予防 延利用者 78人 84人 96人 84人 48人

居宅療養管理指導 給 付 費 776千円 831千円 926千円 831千円 490千円

介護予防
延利用者 12人 18人 29人 14人 10人

短期入所生活介護
日 数 72日 90日 108日 102日 84日

給 付 費 366千円 458千円 549千円 519千円 427千円



- 61 -

□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□

介護予防短期入所
延利用者 12人 12人 12人 12人 12人

療養介護（老健）
日 数 5日 5日 5日 5日 5日

給 付 費 48千円 48千円 48千円 48千円 48千円

介護予防 延利用者 600人 660人 672人 636人 552人

福祉用具貸与 給 付 費 3,546千円 3,894千円 3,961千円 3,760千円 3,265千円

特定介護予防 延利用者 12人 18人 29人 18人 12人

福祉用具購入費 給 付 費 342千円 547千円 683千円 547千円 205千円

介護予防住宅改修
延利用者 12人 18人 29人 18人 12人

給 付 費 977千円 1,628千円 1,954千円 1,628千円 651千円

介護予防支援
延利用者 1,008人 1,092人 1,116人 1,104人 996人

給 付 費 4,462千円 4,839千円 4,946千円 4,892千円 4,415千円

計 給 付 費 30,938千円 33,090千円 34,490千円 32,990千円 27,252千円

(３）介護給付等対象サービス見込量の推計

介護給付等対象サービス見込量の推計にあたり、下記の⑴と⑵の推計値を合わ

せ、給付費合計額(推計額)を算出します。

・⑴ 施設・居住系サービス見込量の推計

・⑵ 在宅サービス等(施設・居住系サービスを除く)見込量の推計

（単位：千円）

給付費合計額 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

（推計額） 1,184,311 1,203,442 1,205,959 1,186,180 1,010,495

※上記の給付費合計額(推計額)には、次の改定も含む。

・介護報酬の改定（０．７％の増）

・介護保険施設における食費の基準費用額見直し

（１,３９２円／日 → １,４４５円／日）
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(４）標準給付費見込額の推計

総給付費見込額の中には、高額介護サービス費等や特定入所者介護サービ

ス費等が含まれないため、これらの費用の実績に基づき、別途推計した見込

額を総給付費見込額に加算し、「標準給付費見込額」を算出します。

（単位：千円）

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

総給付費見込額 1,184,311 1,203,442 1,205,959 1,186,180 1,010,495

高額介護サービス費等 44,835 45,430 46,044 43,100 36,960

特定入所者介護サービス費 106,515 108,039 109,594 100,397 86,078

審査支払手数料 905 921 922 872 748

標準給付費見込額 1,336,566 1,357,832 1,362,519 1,330,549 1,134,281

３．地域支援事業の見込み

【地域支援事業の見込額の推計（年間)】 （単位：千円）

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 令和22年度

介護予防・日常
事業費 54,874 58,597 60,829 61,618 52,791

生活支援総合事業

包括的支援事業・
事業費 14,294 14,277 14,265 14,242 14,073

任意事業

包括的支援事業
事業費 8,761 8,840 8,920 9,080 8,173

(社会保障充実分)

計 事業費 77,929 81,714 84,014 84,940 75,037
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４．保険料の見込み

(１）保険給付に対する負担割合

保険給付に対する負担割合は、受益者である被保険者が全体の５０％、公費（国、

都道府県、市町村）が残り５０％と定められています。

第１号被保険者（６５歳以上の方）の保険料は、第２号被保険者（４０歳から

６４歳までの方）の負担割合と連動し、３年に一度、介護保険事業計画の策定の

中で改定されます。

被保険者の負担割合については、第７期計画から第１号被保険者（介護保険料）

２３％、第２号被保険者（各医療保険の介護負担分）２７％となり、第８期計画

期間中においても同様の割合となります。

なお、公費の負担割合については、従前のとおり、国２５％、北海道１２.５％、

岩内町１２.５％となります。

(２）第１号被保険者の負担割合の補正

第１号被保険者の負担割合は２３％ですが、各保険者によって後期高齢者割合

や所得段階割合が異なるため、このまま適用すると保険料収入にばらつきが生じ、

保険者間で介護保険の運営に格差が生じます。

そのため、「後期高齢者加入割合補正係数」と「所得段階別加入割合補正係数」

を用いて、第１号被保険者の負担割合の補正を行い、保険者間の格差を是正する必

要があります。

岩内町の場合、計算の結果、第１号被保険者の負担割合の２３％は、令和３年度

が２０.３０％、令和４年度が２０.５３％、令和５年度が２０.８４％に下がりま

す。

これに伴う保険料収入の減少は、国の調整交付金によって補てんされます。
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□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□

(３）第１号被保険者の保険料の見込み

第１号被保険者の保険料については、

①「標準給付費見込額」及び「地域支援事業費見込額」から、

②「１人あたり保険料基準額・年額」を算出し、

③「所得段階別の基準額に対する割合」を定めた上で、

④「所得段階別の保険料（年額・月額）」を、以下のとおり見込みます。

【１人あたり保険料基準額・年額】

区 分 令和3年度 令和4年度 令和5年度 合 計

総給付費見込額 1,184,311千円 1,203,442千円 1,205,959千円 3,593,712千円

高額介護サービス費等 44,835千円 45,430千円 46,044千円 136,309千円

特定入所者介護サービス費 106,515千円 108,039千円 109,594千円 324,148千円

審査支払手数料 905千円 921千円 922千円 2,748千円

①標準給付費見込額 1,336,566千円 1,357,832千円 1,362,519千円 4,056,917千円

介護予防・日常生活支援総合事業 54,874千円 58,597千円 60,829千円 174,300千円

包括的支援事業・任意事業 14,294千円 14,277千円 14,265千円 42,836千円

包括的支援事業(社会保障充実分) 8,761千円 8,840千円 8,920千円 26,521千円

①地域支援事業費見込額 77,929千円 81,714千円 84,014千円 243,657千円

第１号被保険者負担分相当額 325,334千円 331,096千円 332,702千円 989,132千円

調整交付金相当額 69,572千円 70,822千円 71,167千円 211,561千円

調整交付金見込額 107,141千円 105,807千円 101,912千円 314,860千円

調整交付金見込交付割合 7.70％ 7.47％ 7.16％ －

後期高齢者加入割合補正係数 0.9942 1.0063 1.0210 －

所得段階別加入割合補正係数 0.8878 0.8870 0.8875 －

市町村特別給付費等 480千円 480千円 480千円 1,440千円

財政安定化基金拠出金 0千円 0千円

財政安定化基金償還金 0千円 0千円 0千円 0千円

準備基金取崩額 61,400千円 61,400千円

財政安定化基金借入金 0千円 0千円

保険料収納必要額 825,873千円

予定保険料収納率 98％ －

所得段階別補正後被保険者数 3,978人 3,968人 3,957人 11,903人

②１人あたり保険料基準額・年額 70,800 円
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【③所得段階別の基準額に対する割合】

段階区分（対象者）
所得段階別の加入者数 基準額に対する割合

令和3年度 令和4年度 令和5年度 第 ７期 第８期

生活保護被保護者。

世帯全員が町民税非課税の老齢
福祉年金受給者。 1,383人 1,379人 1,376人 ０.５０ ０.５０

世帯全員が町民税非課税で、本人
年金収入等80万円以下の者。

世帯全員が町民税非課税で、本人

年金収入等80万円超120万円以下 571人 570人 568人 ０.６５
の者。

０.６５

世帯全員が町民税非課税で、本人
434人 433人 432人 ０.７５

年金収入等120万円超の者。
０.７５

本人が町民税非課税で、世帯内に

課税対象者がいる、本人年金収 401人 400人 399人 ０.９０
入等80万円以下の者。

０.９０

本人が町民税非課税で、世帯内

に課税対象者がいる、本人年金 376人 375人 374人
《基準段階》《基準段階》

収入等80万円超の者。
１.００ １.００

本人が町民税課税対象者で、合
604人 602人 600人 １.２０

計所得金額120万円未満の者。
１.２０

本人が町民税課税対象者で、合

計所得金額120万円以上210万円 379人 378人 377人 １.３０
未満の者。

１.３０

本人が町民税課税対象者で、合

計所得金額210万円以上320万円 198人 197人 197人 １.５０
未満の者。

１.５０

本人が町民税課税対象者で、合
199人 199人 198人 １.７０

計所得金額320万円以上の者。
１.７０

計 4,545人 4,533人 4,521人
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４
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【④所得段階別の保険料 (年額・月額)】

上段 ： 年額

段階区分（対象者）
所得段階別保険料

下段： (月 額 )

第 ７ 期 第８期 差引き

生活保護被保護者。

世帯全員が町民税非課税の老齢 ３６,６００円
福祉年金受給者。

（３,０５０円）

３５,４００円 △１,２００円

世帯全員が町民税非課税で、本
（２,９５０円） （△１００円）

人年金収入等80万円以下の者。

世帯全員が町民税非課税で、本
４７,６００円

人年金収入等80万円超120万円
（３,９６６円）

△１,６００円

以下の者。

４６,０００円

（△１３３円）（３,８３３円）

５４,９００円世帯全員が町民税非課税で、本

(４,５７５円）

△１,８００円

人年金収入等120万円超の者。

５３,１００円

（△１５０円）（４,４２５円）

本人が町民税非課税で、世帯内
６５,９００円

に課税対象者がいる、本人年金
（５,４９１円）

△２,２００円

収入等80万円以下の者。

６３,７００円

（△１８３円）（５,３０８円）

本人が町民税非課税で、世帯内
７３,２００円

に課税対象者がいる、本人年金
（６,１００円）

△２,４００円

収入等80万円超の者。

７０,８００円

（△２００円）（５,９００円）

８７,８００円本人が町民税課税対象者で合計

（７,３１６円）

△２,８００円

所得金額120万円未満の者。

８５,０００円

（△２３３円）（７,０８３円）

本人が町民税課税対象者で、
９５,２００円

合計所得金額120万円以上210万
（７,９３３円）

△３,２００円

円未満の者。

９２,０００円

（△２６７円）（７,６６６円）

本人が町民税課税対象者で、
１０９,８００円

合計所得金額210万円以上320万
（９,１５０円）

△３,６００円

円未満の者。

１０６,２００円

（△３００円）（８,８５０円）

１２４,４００円本人が町民税課税対象者で、

（１０,３６６円）

△４,０００円

合計所得金額320万円以上の者。

１２０,４００円

（△３３３円）(１０，０３３円）
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□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□

(４）公費による低所得者の保険料軽減

① 保険料に対する低所得者の減額賦課の実施

介護給付費が高水準で推移している中、介護保険制度の持続可能性を確保す

るためには、低所得者にとって無理のない保険料負担であることが必要です。

平成２６年度の介護保険法の改正により、通常の公費負担とは別に、消費税

率引上げによる増収分の公費を投入した「低所得者の保険料軽減」の新たな仕

組みが設けられ、当町においても、平成２７年度の保険料賦課から減額措置を

実施しています。

具体的な内容としては、市町村の裁量によって低所得者の保険料の減額賦課

を実施し、その結果、減収となった保険料相当額に対し、別枠で公費（国1/2、

都道府県1/4、市町村1/4）を投入するというものです。

② 各段階の軽減幅の設定

減額賦課の対象者は、第１段階から第３段階までの者とされており、保険料

の軽減割合は、政令が定める軽減幅の範囲内で、市町村が任意に設定すること

ができます。

当町における軽減幅の設定にあたっては、第６期計画以降、最大限の低所得

者対策を講ずるべきと判断し、基準額に対する割合の値には「最小値」を適用

してきたことから、第８期計画においても、この考え方を継承し、軽減幅は同

様の設定とします。

第１段階 第２段階 第３段階

軽減前

0.5
軽減後

0.3

軽減前

0.65
軽減後

0.7

軽減前

0.75

軽減後

0.5
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□■ 第11章 第1号被保険者の保険料 ■□

③ 減額賦課による町財政等への影響

低所得者への減額賦課の実施に伴い、保険料収入の減少が生じ、この減少額

は、令和３年度から令和５年度までの３年間で８,１４２万円になる見込です。

減少額８,１４２万円については、公費で補てんすることとなり、このうち、

２,０３６万円を当町が負担します。

なお、減額賦課の対象外である「第４段階～第９段階」の方に対する上乗せ

負担は生じません。
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④ 第８期計画における保険料（年額・月額）～ 最終

以上のことから、第８期計画における第１号被保険者の保険料については、

次の表のとおりとします。

【所得段階別の保険料（年額・月額) ～更正後】

上段： 年額 基準額に

区 分
所得段階別保険料

下段：(月額) 対する割合

第７期（更正後） 第８期 (更正後) 差引き （更正後）

第１段階
２２,０００円 ２１,２００円 △８００円

０.３０
（１,８３３円） （１,７６６円） （△６７円）

第２段階
３６,６００円 ３５,４００円 △１,２００円

０.５０
（３,０５０円） （２,９５０円） （△１００円）

第３段階
５１,２００円 ４９,６００円 △１,６００円

０.７０
（４,２６６円） （４,１３３円） （△１３３円）

第４段階
６５,９００円 ６３,７００円 △２,２００円

０.９０
（５,４９１円） （５,３０８円） （△１８３円）

《基準段階》 ７３,２００円 ７０,８００円 △２,４００円
１.００

第５段階 （６,１００円） （５,９００円） （△２００円）

第６段階
８７,８００円 ８５,０００円 △２,８００円

１.２０
（７,３１６円） （７,０８３円） （△２３３円）

第７段階
９５,２００円 ９２,０００円 △３,２００円

１.３０
（７,９３３円） （７,６６６円） （△２６７円）

第８段階
１０９,８００円 １０６,２００円 △３,６００円

１.５０
（９,１５０円） （８,８５０円） （△３００円）

第９段階
１２４,４００円 １２０,４００円 △４,０００円

１.７０
（１０,３６６円） （１０,０３３円） （△３３３円）
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《資料編》

岩内町高齢者対策計画策定委員会委員名簿

岩内町高齢者対策計画策定委員会の審議経過

令和 ２年１１月１９日 会長の互選及び職務代理者の指定

（会長 窪内稔恵、会長職務代理者 佐々木和彦）

岩内町長からの諮問

令和 ３年 １月１４日 審議

令和 ３年 ２月１５日 審議

令和 ３年 ２月１９日 岩内町長への答申

区 分 氏 名 団 体

社会福祉関係者

丸山 誠一 岩内町社会福祉協議会

佐々木 和彦 岩内町民生委員協議会

神 謙一郎 介護老人保健施設 コミュニティホーム岩内

西谷 渉 介護付有料老人ホーム 七福神 恵比寿館

被保険者代表者

花田 敏正 岩内町老人クラブ連合会

井端 圭子 岩内町認知症の人を支える家族の会

浅賀 紀子 一般公募

保健医療関係者

大井 成夫 一般社団法人 岩内古宇郡医師会

目黒 道大 一般社団法人 北海道薬剤師会後志支部

広田 貢 社会福祉法人 北海道社会事業協会岩内病院

学 識 経 験 者
奥 新 岩内町社会福祉協議会

窪内 稔恵 岩内町地域包括支援センター
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岩 長 号

令和 ２年１１月１９日

岩内町高齢者対策計画策定委員会 会長 様

岩内町長 木 村 清 彦

第９期岩内町高齢者保健福祉計画及び第８期岩内町介護保険

事業計画の策定について（諮問）

令和３年度から令和５年度までの３年間を期間とする「第９期岩内町高齢

者保健福祉計画及び第８期岩内町介護保険事業計画」の策定について諮問い

たします。

記

【諮問理由】

平成３０年度から令和２年度までを期間とする「第８期岩内町高齢者保健

福祉計画及び第７期岩内町介護保険事業計画」が令和３年３月３１日をもっ

て期間の満了となるため。

令和 ３年 ２月１９日

岩内町長 木 村 清 彦 様

岩内町高齢者対策計画策定委員会

会長 窪 内 稔 恵

第９期岩内町高齢者保健福祉計画及び第８期岩内町介護保険

事業計画の策定について（答申）

令和２年１１月１９日、岩内町長から諮問のあった第９期岩内町高齢者保

健福祉計画及び第８期岩内町介護保険事業計画の策定については、老人福祉

事業及び介護保険事業の実施状況を踏まえ、当委員会において慎重な審議を

重ねた結果、ここに答申いたします。
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岩内町高齢者対策計画策定委員会条例

（平成１０年１２月１８日 条例第１２号）

（趣旨）

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、

岩内町高齢者対策計画策定委員会の設置及び運営に関する事項を定めるものとする。

（設置）

第２条 町長の諮問に応じ、岩内町の老人保健福祉計画及び介護保険事業計画に関し必要な調査及び審

議を行う機関として、岩内町高齢者対策計画策定委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（組織及び定数）

第３条 委員会は、次の各号に掲げる者のうちから町長が委嘱した委員をもって組織する。

(1) 社会福祉関係者

(2) 被保険者代表者

(3) 保健医療関係者

(4) 学識経験者

２ 前項の委員の定数は、１２人とする。

（会長）

第４条 委員会に会長を置く。

２ 会長は、委員が互選する。

３ 会長は、委員会を代表し、会務を総理する。

４ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指定した委員が会長の職務を

代理する。

（任期）

第５条 委員の任期は、１年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

（会議）

第６条 委員会は、会長が招集する。

２ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ会議を開くことができない。

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによる。

（庶務）

第７条 委員会の庶務は、健康福祉部において処理する。

（委任）

第８条 この条例に定めるもののほか、委員会に関し必要な事項は、町長が定める。

附則

（施行期日）

第１条 この条例は、公布の日から施行する。

（岩内町老人保健福祉計画策定委員会条例の廃止）

第２条 岩内町老人保健福祉計画策定委員会条例（平成５年岩内町条例第１号）は、廃止する。

（岩内町の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

第３条 岩内町の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４５年岩内町条

例第３０号）の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略
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